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公正取引委員会と経済産業省は、不公正な取引方法に係る違

反被疑行為に係る情報を効果的に収集し、機動的に調査・処分

を行うため、別添のとおり、「不公正な取引方法に係る協力スキ

ーム」を構築し、これを円滑に運用するために協力していくこ

ととする。 
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添 

不公正な取引方法に係る協力スキーム 

（公正取引委員会と経済産業省との協力スキーム） 

 

１ 目的 

 不公正な取引方法に係る違反被疑行為（以下「違反被疑行為」という。）に係る情

効果的に収集し，機動的に調査・処分を行うための公正取引委員会と経済産業省と

力体制を構築する。 

 

２ 違反被疑行為の情報収集に係る協力 

(1) 公正取引委員会及び経済産業省は，不公正な取引方法に係る情報の積極的把握

める。 

(2) 経済産業省は，違反被疑行為に係る情報に接した場合には，違反被疑行為に係

実を特定し，周囲の事業者の状況など周辺情報を収集し，必要に応じて，公正取

員会に通報する。 

(3) 中小企業庁は，接した情報を精査し，事案の重要性・情報の確度に応じて，公

引委員会に対し中小企業庁設置法に基づく措置請求を行う。措置請求制度を活用

いくために，中小企業庁は公正取引委員会の協力を得て、必要な事務処理手続規

整備を行う。 

(4) 公正取引委員会は，自ら申告を受け又は探知した事案並びに(2)の通報及び(3)

置請求を受けた事案について，その内容に応じて，申告人等に対する所要の調査

う。当該調査に際して，公正取引委員会は，必要に応じて，独占禁止法 41条に基

経済産業省に調査を嘱託する。嘱託を受けた経済産業省は，法令上の適切な権限

づき，速やかに調査を行い，結果を公正取引委員会に報告する。 

(5) 公正取引委員会は，(4)により調査を嘱託した経済産業省から報告された調査

が，関係者の協力拒否等により，嘱託の所期の目的を達していないと認める場合

自ら所要の調査を行う。 

 

３ 違反被疑行為の審査に係る協力 

(1) 経済産業省は，あらかじめ又は公正取引委員会の要請に応じて，公正取引委員会

う違反事件審査等に協力するための要員を確保する。 

(2) 公正取引委員会は，自ら申告を受け又は探知した事案並びに２(2)の通報及び(3

置請求を受けた事案を処理するため，経済産業省と協議の上，実際に違反事件審査

協力する要員について，公正取引委員会事務総局に併任発令を行う。 

(3) 公正取引委員会は，上記２で情報を収集した事案について，違反事件審査を行

要があると判断した場合，関係人等に対する所要の調査を行う。当該調査に際し

公正取引委員会は，必要に応じて，上記（2）の併任者を指揮して調査を行う。 

 

４ 連絡会議 

 公正取引委員会と経済産業省との協力を円滑に進めるため，連絡会議を設置する。
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